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第１ 教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価 

 

平成 19 年 6 月に「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の一部が改正され、

平成 20 年度から、教育委員会は、毎年、その権限に属する事務の管理及び執行の状

況について、教育委員会自らが点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成

し、議会に提出するとともに、公表することが義務付けられました。また、点検及び

評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知見の活用を図るものと

するとされました。 

 

【根拠法令】地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抄） 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第 26 条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第 1 項の規定により教育長

に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第 4項の規定により事務局職

員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点検及び評価

を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表しな

ければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有す

る者の知見の活用を図るものとする。 

 

 

第２ 令和元年度 教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価の実施方

針について 

 

新宿区教育委員会では、令和元年第 6 回教育委員会定例会において議決した「令和

元年度 教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価の実施方針」に基づ

き、点検及び評価を実施します。 

 

１ 実施目的 

(1) 教育委員会が、教育に関する事務及び執行状況を点検及び評価し、課題や今後の

改善の方向性を明らかにすることにより、効果的な教育行政の一層の推進を図る。 

(2) 点検及び評価の結果に関する報告書を作成し、議会に報告するとともに、公表す

ることにより、区民への説明責任を果たし、信頼される教育行政の推進を図る。 

 

２ 点検及び評価の対象 

 新宿区教育ビジョンに掲げる全ての個別事業とする。 
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３ 実施方法 

(1) 点検及び評価は、平成 30 年度の個別事業の進捗状況を総括するとともに、課題や

今後の方向性を示すものとする。 

 (2) 学識経験者の意見を聴取した上で実施する。 

(3) 10 月の教育委員会定例会において点検及び評価の結果をまとめた報告書を決定し、

翌年度の事業実施方針及び予算見積もりに反映する。また、報告書は区議会へ提出

するとともに公表する。 

 

 

第３ 点検及び評価会議の実施 

 

○ 日時 7 月 31 日 10:00～12:00 

○ 本庁舎 6 階 第 2 委員会室 

○ 学識経験者 

・ 村上 祐介  氏 東京大学大学院教育学研究科准教授 

・ 藤井 千惠子 氏 国士舘大学体育学部こどもスポーツ教育学科教授 

・ 浅田 学   氏 東京栄養食糧専門学校教育部教授 

○ 内容 

平成 30 年度個別事業実績説明及び意見聴取 

 

 

第４ 平成 30 年度新宿区教育委員会の活動について 

 

新宿区教育委員会の会議は原則として毎月第一金曜日に定例会を開催し、必要に応じ

臨時会を開催しています。 

平成 30 年度は、定例会 12 回、臨時会 7 回を開催し、議案 43 件、協議 3 件、報告

37 件について審議等を行いました。 

 

＜主な審議等＞ 

 令和元年年度から使用する区立中学校教科用図書（「特別の教科 道徳」）について、

7 月の臨時会において、公平・公正に討議・検討を行いました。採択の候補となる教科

用図書について、最終的に 6 人の委員がそれぞれの意見を述べ、全委員の意見の一致に

より、8 月の定例会で、新宿区の生徒にとって適切な教科用図書を採択しました。 

 また、新宿区立図書館 9 館について、平成 30 年度をもって指定管理期間が満了とな

るため、各施設を管理する指定管理者を指定しました。 
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＜主な取組み＞ 

 東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会（以下、「東京 2020 大会」という。）

の開催を契機として、子ども一人ひとりの心と体に人生の糧となるようなかけがえのな

いレガシー（有益な遺産）を残していくため、さまざまな学習活動や体験の機会を提供

しました。具体的には、希望する児童・生徒を対象に、英語だけの環境に身を置く 2 泊

3 日の英語キャンプを実施するとともに、日本舞踊・落語・和妻・能楽（狂言）の伝統

文化体験教室を全小学校で、和楽器（箏・三味線等）の演奏体験を全中学校で実施する

など伝統文化理解教育を実施しました。また、ブラインドサッカーをはじめとした、全

区立学校での障害者スポーツ体験事業に加えて、東京 2020 大会終了後も活用できるパ

ラスポーツ学習教材を作成し、障害への理解を深める教育の充実を図りました。 

 特別支援教育の推進として、発達障害等のある児童・生徒への適切な教育的支援を強

化するため、特別支援教育推進員を増員しました。また、小学校の「まなびの教室」の

開設に続き、中学校 3 校で「特別支援教室」を先行実施し、令和元年度からの全校実施

に繋げました。 

 このほか、平成 29 年度に実施した、区立学校・幼稚園に勤務する教員を対象に行っ

た勤務実態調査で明らかになった教員の長時間勤務の実態をふまえ、教員が健康でやり

がいをもちながら質の高い教育活動が確保できるよう、夏季休業中の一斉休暇取得促進

期間の設定や、タイムレコーダーの導入など、学校における勤務環境の改善に向けた取

組を、実践できるものから速やかに実施しました。 

 

＜教育委員会の会議以外での教育委員の活動＞ 

教育委員は定期的に学校を訪問し、学校の経営方針等について説明を受けるとともに、

授業の様子や施設の状況等を視察し、学校の実態把握に努めています。また、教育委員

会が指定した学校が 1～2 年間かけて研究した成果を発表する研究発表会に出席したほ

か、新宿区立中学校生徒会役員交流会で生徒会役員の生の声を聞き、保護者代表者との

懇談会で PTA 役員の方々と意見交換を行いました。 

また、平成 28 年度に開始した英語キャンプについて、現地での実施状況を把握する

ため女神湖高原学園を訪れ、中学校の部を視察しました。 

今後も、学校訪問等の機会を通じて、教員や保護者等との意見交換の場を持ち、現場

の実態を踏まえ、教育の諸課題に的確かつ迅速に対応していきます。 

また、新宿区総合教育会議では、「教育を行うための諸条件の整備その他の地域の実

情に応じた教育、学術及び文化の振興を図るため重点的に講ずべき施策について」を議

題として、区長と意見交換を行い教育の課題の共有を図りました。 

 

学校訪問実施校数：21 校 

研究発表校数：3 校 

新宿区総合教育会議：①平成 30 年 8 月 28 日 ②平成 31 年 1 月 8 日 
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 新宿区立中学校生徒会役員交流会：平成 30 年 12 月 25 日 

 保護者代表者懇談会：平成 31 年 2 月 7 日 
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第５ 新宿区教育ビジョン(第二期：平成 30～令和 9年度)の概要  

   ～3 つの柱と 10 の施策～ 

 

 

 

 

 変化の激しい時代を担う子どもたちは、社会において自立的に生きるため、知・

徳・体のバランスのとれた「生きる力」を身につける必要があります。子どもの学

力や学習の状況、心や体の状況など様々な課題を的確にとらえ、子どもたちの力を

着実に伸ばす、より質の高い学校教育を実現します。 

 

 施策１ 確かな学力の向上  

○ 子ども一人ひとりの課題に丁寧に対応するとともに、長所や強みを活かすという視点

に立ち、すべての子どもの能力を最大限に伸ばす教育を実現していきます。 

義務教育で身に付けるべき基礎学力を保証するために、特に基礎的・基本的な学力が

十分でない子どもへの支援を充実します。また、伸びる子どものより発展的な学習を積

極的に支援します。 

さまざまな調査結果を分析し、教育課程や指導方法等を組織的に見直すとともに、「分

かる授業」への工夫・改善を図ることにより、一人ひとりの学力の定着と向上につなげ

ます。 

○ 調べ学習をはじめとする言語活動を重視した指導により、言語に対する関心や理解を

深め、思考・判断等の知的活動やコミュニケーション、感性・情緒の基盤である言語能

力を高めます。教育活動全体を通して、体験的な活動や問題解決的な学習を積極的に取

り入れ、子ども一人ひとりの実践的な資質・能力を育成します。 

児童・生徒の学習意欲を高め、主体的に学ぶ機会を充実するために、ＩＣＴを活用し

た教育活動の一層の充実と「主体的・対話的で深い学び」の実現を図ります。 

○ グローバルな視野を持ち、時代の変化を見きわめながら自らの将来を切り拓く先進的、

開発的な才能を芽生えさせ、伸ばすためのさまざまな手法による国際理解教育、英語教

育、理科教育及び情報技術活用能力を高める教育の充実を図ります。 

 

 施策２ 豊かな心と健やかな体づくり  

○ 豊かな人間性や社会性を育み、子ども一人ひとりが、かけがえのない自己を肯定的に

捉えるとともに、命の大切さを理解し、他者に対する思いやりや感謝の気持ちを言葉に

して素直に伝えようとする心を養います。 

○ 体験的活動や学校の教育活動全体を通したキャリア教育の充実を図り、子どもたちが

社会における自己の役割について考え、社会の一員であることの認識を深めます。また、

優れた伝統と文化を理解し継承するとともに、郷土新宿に愛着を持ち、地域の発展に寄

 子ども一人ひとりの「生きる力」をはぐくむ質の高い学校教育の実現 

柱１ 
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与したいと思う気持ちを育成します。 

○ スポーツを通じて健康づくりや体力の向上に向けた取組を進めるとともに、学校・家

庭・地域が連携して、積極的に運動やスポーツに親しむ習慣や意欲・能力を育成します。 

子どもたちの心身のバランスのよい発達のため、家庭と連携し、望ましい食習慣等、

健康的な生活習慣の形成を促します。 

○ 東京 2020 大会の開催を契機として、子ども一人ひとりの心と体に人生の糧となるよう

なかけがえのないレガシー（有益な遺産）を残していくため、すべての学校及び幼稚園

でさまざまな学習活動や体験の機会を提供します。また、大会後もこれらの教育活動を

継続・発展させていきます。 

 

 施策３ 就学前から中学校までのつながりのある教育の推進  

○ 公私立の幼稚園・保育園・子ども園の連携を推進し、教育・福祉・子ども・保健等の

各部門の情報共有を重視しながら、個々のニーズに応じた、幼児教育・保育や子育て支

援事業の利用の機会を提供していきます。 

○ 区立の幼稚園・保育園・子ども園が交流や研修等を継続的に進め、それぞれの良さと

特性を学び合い、互いの保育内容の一層の充実を図るとともに、交流や研修等について、

就学前の子どもの育ちをともに担う私立の幼稚園等にも働きかけていきます。また、区

内の子育て支援を担う施設と十分に連携しながら、公私立の幼稚園における子育て支援

機能を充実します。 

○ 幼児教育・保育と小学校教育との滑らかな接続のため、指導及び支援の継続性を重視

し、小学校と幼稚園・保育園・子ども園との連携を十分に図り、相互の教育と連続性に

ついての共通理解を深めます。 

○ 生徒がスムーズに中学校生活をスタートできるよう、小学校段階の教育内容を再度取

り上げて繰り返し指導するといった工夫や、小・中学校の教員が授業を見合ったり、共

同して授業を行ったりするなど、相互交流の一層の促進を図ります。また、各教科の連

携プログラムを活用し、効果的・効率的な学習内容の接続を図り、確かな学力の向上に

つなげます。 
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 子どもの教育において、新宿の伝統・文化を生きた教材として積極的にとり入れ、

地域に根ざした教育を進めていくことが大切です。また、教育に対する保護者や地

域の多様な要請にこたえていくために、家庭・地域・学校がともに学び、ともに育

つ関係を実現します。 

 

 施策４ 地域との連携・協働による教育の推進  

○ 各校の地域協働学校運営協議会の取組を支援し、活動内容のさらなる充実を図ります。

また、小・中学校間や近隣の学校間の連携を展開することで、地域が一体となって子ど

もたちの成長を支援する取組を一層推進していきます。さらに、地域との連絡会を実施

し、地域協働学校の取組を積極的に周知して地域の理解を促進するとともに、人材の確

保等の課題の解決に向けて地域とともに検討していきます。 

○ 地域の教育力を学校につなぎ、教育活動の充実を図るスクール・コーディネーターと、

学校運営に地域住民や保護者が参画し、学校と地域が一体となって子どもたちの成長を

支援する地域協働学校運営協議会との連携により、地域の教育力の一層の活用を図りま

す。 

○ 新宿のまちの特性を活かした教育活動を進めるため、地域協働学校の取組等を活用し

たキャリア教育を推進するとともに、区民、地域団体、企業や大学等との連携・協働に

より、地域の文化や歴史、芸術等の資源を学習教材として積極的に活用します。 

 

 施策５ 家庭の教育力の向上支援  

○ 保護者が家庭教育の重要性を認識するとともに、孤立することなく子育ての悩みを共

有し、安心して家庭教育を行えるよう、学びの機会を提供します。 

また、共働き世帯や困難を抱える家庭等、さまざまな家庭のあり方に応じた多様な形

態による家庭の教育力の向上を支援していきます。 

〇 子育ての悩みについて保護者同士が話し合ったり、保護者と教員が共有したりしなが

ら、互いに支え合って家庭の教育力を高めることができるよう、ＰＴＡの主体的な活動

への支援を充実します。 

また、保護者が学校行事等へ参加しやすくなるよう、企業等へ協力を呼び掛けていき

ます。 

 

 施策６ 生涯の学びを支える図書館の充実  

○ 新宿区立図書館基本方針に基づき、「区民にやさしい知の拠点」として、休館日の変更

による利用機会の拡充や電子書籍等を含む魅力ある情報資源の整備等の検討を通じて、

新宿のまちに学び、家庭や地域とともにすすめる教育の実現 

柱２ 
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高齢者や障害者、外国人等、さまざまな人に一層利用され、活用される図書館を実現し

ていきます。 

旧戸山中学校の跡地に「区民にやさしい知の拠点」にふさわしい新中央図書館等の建

設を目指します。 

○ 新宿区のすべての子どもが、あらゆる機会とあらゆる場所において自主的に読書活動

ができるよう、新宿区子ども読書活動推進計画に基づき、家庭・地域・学校・行政が連

携を図り、子どもの読書活動の推進に取り組みます。 

 

 施策７ 子どもの安全の推進  

○ さまざまな事件・事故や自然災害等の危険性、安全・安心な社会づくりの意義を理解

し、自らの生命を守るために必要な知識や技能を身に付けさせるとともに、安全で安心

な社会づくりに貢献しようとする態度の育成を図ります。 

また、メディア等からのさまざまな有害情報や、インターネット・ＳＮＳ等の利用に

潜む危険を理解し、児童・生徒の情報モラルを育成するため、学校、家庭、企業等と連

携した情報モラル教育を実施します。 

○ 学校安全計画及び学校危機管理マニュアルを必要に応じて検証・改善するとともに、

学校施設や通学路の安全性を確保するため、必要な設備の整備・運用を図ります。 

また、児童・生徒等の安全に関する課題について学校、家庭、地域が共有するととも

に、ＰＴＡの主体的な活動や地域協働学校のしくみを活かすなどして、家庭や地域、関

係機関等と連携・協働した安全・安心の取組を推進していきます。 
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 子どもがよく学び、よく遊び、心身ともに健やかに育つことを目指し、高い資質・

能力を備えた教師が自信をもって指導に当たり、いきいきと活気ある活動を展開す

る学校を実現します。 

 

 施策８ 一人ひとりの子どもが豊かに学べる教育環境の整備  

○ いじめや不登校にかかわる、各校や教育センターにおける取組をより一層充実させ、

不登校等の児童・生徒の出現ゼロを目指します。また、教育センターの教育相談を活用

し、教育相談室やつくし教室と学校の連携をより一層推進します。研修等により教職員

の対応力を高めるほか、家庭に課題がある場合については、地域の関係諸機関や民生委

員、児童委員等とのネットワークを活用し、家庭に寄り添った支援を行っていきます。 

○ 障害のある児童・生徒の増加に伴い、「個の状況に応じた適切な指導」をさらに推進し

ていく必要があります。子どもの将来を見据え生きる力を育むために、学校が保護者と

積極的に情報を共有する機会を持ち、他機関との連携を図りながら、子どもの能力を最

も伸ばす支援や指導を行うとともに、一人ひとりの確かな学びを保障する体制を整備し

ていきます。 

○ 日本語が分からない状態で転入してくる幼児・児童・生徒が日本の学校に慣れ、円滑

に生活することができるよう、日本語の初期指導を行うとともに、必要な教科学習の支

援を行います。 

○ 共生社会を担う子どもたちの視野を広げ、社会性を養い、豊かな人間性を育むため、

障害のある子どもたちや外国にルーツを持つ子どもたちから学び合うことのできる交

流・学習を進めていきます。 

○ 子どもたちが経済状況等の家庭環境にかかわらず確かな学力や社会性を身に付けるこ

とができるよう、放課後等学習支援及び学校図書館の放課後等開放を行います。また、

学業や進路等、教育上の悩みに対して、専門家による相談体制を整えます。さらに、幼

稚園保護者に対する負担軽減や就学援助等により、家庭への経済的な負担を軽減し、子

どもの学びと育ちの機会を支えていきます。 

 

 施策９ 学校の教育力の強化  

○ 校長・園長のリーダーシップのもと、組織的で実行力のある学校・園運営や中・長期

的な視点に立った創意工夫ある教育活動の展開を具現化するため、校長・園長の裁量予

算の一定額確保や公募制等の人事権の拡充に向けた取組を進めます。 

さらに、管理職のリーダーシップの強化や教職員のメンタルヘルス管理も含めた学校

経営能力の向上を図る研修を充実します。 

○ 教員の長時間勤務の実態をふまえ、勤務環境の改善に取り組むとともに、取組の実効

時代の変化に対応した、子どもがいきいき学ぶ教育環境の実現 

柱３ 
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性を担保できる状況を整えます。あわせて、教員の働き方の意識改革を進めます。これ

らの取組により長時間勤務を解消し、教員が健康でやりがいを持ちながら質の高い教育

活動を継続することで、子どもたちが生涯を切り拓いていける力を一層伸ばしていきま

す。また、他区と連携・協働し、必要な対策について国・都へ一層働きかけていきます。 

○ 新学習指導要領及び新幼稚園教育要領を見据えた教育課程及び授業・保育方法の改善

や、英語、道徳、特別支援教育等の新たな課題への対応、チームとしての学校の実現に

向け、教職員それぞれの経験と職層に応じた研修や学校支援アドバイザーによる訪問指

導等を体系的に実施し、教員の資質・能力の向上を図ります。特に小学校の英語教育で

は、指導経験のある外部人材が授業への指導・助言を行うほか、英語だけの環境に身を

置く研修等を実施し、教員の英語の指導力向上を図ります。 

また、校・園内研究や研究発表等を通して、教員の自主的な研修意欲の高揚を評価・

奨励し、教員が自ら学ぶ意欲を持つ風土の醸成を図ります。さらには、学校の情報化を

進め、「分かる授業」を実践するとともに、教員同士が情報を共有し、相互に教材を開発・

活用できる環境づくりを進めます。 

 

 施策 10 学校環境の整備・充実  

○ 教育用ネットワークを効果的に活用し、子どもたちの「主体的・対話的で深い学び」

が実現できるよう、新学習指導要領に対応した環境を整えるとともに、学校図書館の学

習機能を高めるため放課後等の開放を拡大するなど、子どもたちの学びの環境のさらな

る整備・充実を図ります。 

○ 学校施設の長寿命化のための予防保全や施設整備に向けた方針について検討し、計画

的な整備を推進していきます。 

○ 近年、未就学児数の増加傾向が続いているため、普通教室の整備・確保をするととも

に、学校選択制度の見直し後の教育環境の変化を注視しながら、児童・生徒の学習や生

活の場にふさわしい学校づくりを進めます。中期的には、再開発等の動向を把握しつつ、

平成 24 年度に策定した「新宿区立小・中学校の通学区域、学校選択制度、適正規模及び

適正配置の基本方針」で適正規模とした、小学校は 12 学級から 18 学級、中学校は 12 学

級以上（当面は 9 学級）を目指し、これに向けた検討等を行います。
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第６ 新宿区教育ビジョンに掲げる 

 個別事業の点検及び評価 

 

 

（１）点検・評価シート 

点検・評価シートの見方 

事業目的・事業概要 各事業の目的や主な内容について記載しています。 

※
第
一
次
実
行
計
画 

事
業
の
み 

平成 29 年度末の状況 各事業の平成 29 年度末における状況を記載しています。 

令和 2年度末の目標 

（平成 30 年 2月時点） 

各事業の平成 30 年 2 月時点における令和元年度末の目標

を記載しています。 

平成 30 年度当初の計画 各事業の平成 30 年度当初の計画を記載しています。 

平
成
30
年
度 

進
捗
状
況 

(A) 
取組み状況、成果

（数値） 

各事業の平成 30 年度の取組みの状況や、実績値等を記載

しています。 

(B) 
取組み状況の 

評価、課題 

(A)欄に対する評価や、目標達成に向けた課題等について

記載しています。 

１年間の達成度 

Ａ:当初の想定または予定していた成果以上の成果をあげた 

Ｂ:当初の想定または予定していた成果をあげた 

Ｃ:当初の想定または予定していた成果が十分あげられなかった 

改善内容、今後の取組み方針 
評価結果や課題等を踏まえ、改善内容や今後の取組み方針

を記載しています。 
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（２）学識経験者の指摘・意見及び教育委員会の対応・判断 

 

＜主な評価対象事業について＞ 

 

① 東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会を契機とした教育の推進 

１４ 障害者理解教育の推進（教育指導課） 

１７ 国際理解教育及び英語教育の推進（教育支援課） 

１８ 伝統文化理解教育の推進（教育支援課） 

２３ スポーツへの関心と体力の向上（教育指導課） 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

  「国際理解教育及び英語教育の推進」の目標水

準「英語を用いたコミュニケーションの楽しさ

を実感したと回答した割合」について、100％と

いう目標はなかなか厳しいのではないか。また、

100％に達しないからと言ってその事業が効果

的ではないと判断することは難しい。数値を再

考するか、100％というのは努力目標として捉え

ていくなど検討していただきたい。 

 

・ ご指摘の目標値については、第一次実行計画に

おいて定めている数値であるため、令和 2 年度

末までの計画期間内においては、引き続き 100％

の目標値を維持していきます。 

「英語キャンプ」に参加した児童・生徒のアン

ケート結果によると、英語を用いたコミュニケ

ーションの楽しさを実感した割合は、平成 28 年

度小学生の部（93.8％）、中学生の部（93.0％）、

平成 29 年度小学生の部（88.8％）、中学生の部

（97.9％）、平成 30 年度小学生の部（95.7％）、

中学生の部（86.7％）と毎年度高い水準を維持し

ています。 

  また、アンケートでは、このほかに「英語学習

に対する意欲が高まった児童・生徒の割合」とい

う項目でも評価しており、今後もプログラムの

充実を図りながら、効果を高めていくよう取り

組んでまいります。 

「スポーツへの関心と体力の向上」について、

全国や東京都と比較すると、新宿区の中学生は

体力が低い状況にある。中学校では、運動をする

生徒としない生徒の二極化傾向があり、特に女

子は顕著となってくる。そうした傾向を踏まえ

て、良い施策ができるとよい。 

 

 

 

 

 

 

・ 中学校では、運動に親しむことを通して体力の

向上をねらうものとして、中学校版スポーツギ

ネス新宿でダブルダッチを導入しています。 

現在は、一定時間に跳べた回数を競う「スピー

ド競技」を中心に実施していますが、今後は、縄

を跳びながら表現力を競う「パフォーマンス競

技」を追加するなど、運動することの楽しさを体

感できる機会を通して、運動への関心が低い生

徒へも運動することの楽しさを広げていきま

す。 

また、東京都が指定する、平成 30 年度の体力

向上に先進的に取り組む中学校（スーパーアク
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ティブスクール）における実践事例を体力向上

推進委員会で紹介し、各校の実践を促すなど、女

子生徒のスポーツへの関心と体力の向上を進め

ていきたいと考えています。 

  東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技

大会に向けた取組は、子どもたちにとってさま

ざまな経験ができる良い機会であるが、それだ

け学校も忙しくなっている。東京 2020 大会とい

うせっかくの機会を上手く活用し、教科の時間

との関連を鑑みながら計画を立てるなど、カリ

キュラムマネジメントの視点から、各学校への

指導も含めた展開を図っていくとよい。 

 

・ 現在、各学校では、各教科での学習内容との関

連を明確にした上で、オリンピック・パラリンピ

ック教育を計画的に進めています。また、毎年、

各学校の代表者を集め、障害者理解教育を中心

としたパラリンピック教育の在り方について情

報交換等を行っています。 

今後も、カリキュラム・マネジメントの視点か

ら、教科の時間との関連を鑑みながら計画的に

実施できるよう、各学校の情報共有を進めてま

いります。 

「伝統文化理解教育の推進」など、全学校で実

施している取組について、こうした学習の場は

必要であり、取組の内容は学校の選択に任せら

れている部分もあるが、さまざまな教育活動が

たくさんある中で何を選択していくか、これか

ら整理していくことも必要である。 

 

・ 全小学校で実施している伝統文化理解教室で

は、日本舞踊・落語・和妻・能楽から１つを指定

して、４年間ですべての内容を実施できるよう、

計画的に実施し、また、新宿ものづくりマイスタ

ー体験講座や和楽器（箏・三味線等）体験を全中

学校で実施しています。 

  今後も、教育課程の中でより効果的に伝統文

化理解教育が推進できるよう、引き続き、学校と

連携を図ってまいります。 

「伝統文化理解教育の推進」の伝統文化体験

教室について、狂言の難しさの課題がありつつ

も、6年生の教科書に狂言は出てくるので、授業

の繋がりの中で組み込んでいくなど、工夫して

進められるとよい。また、区内の矢来能楽堂な

ど、地域との繋がりや協働ということも含めて、

とても大切な文化であることを、進め方の中で

アピールしていくのもよいのではないか。 

 

・ 小学校における伝統文化体験教室については、

国語をはじめ各教科における学習内容との関連

を図ることで、効果的に児童の理解を深めるよ

う取り組んでまいります。 

また、区内の矢来能楽堂などの地域資源を活

用していくことで、児童・生徒が郷土である新宿

に愛着を持ち、伝統文化の継承や地域の発展に

寄与したいと思う気持ちを育んでいけるよう、

地域と連携した取組を進めてまいります。 
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② 子どもの安全の推進 

４９ 安全教育の推進（教育指導課） 

５０ 情報モラル教育の推進（教育支援課） 

５１ 学校安全対策の充実（教育調整課・教育支援課） 

５２ 学校防災対策の充実（教育調整課） 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

子どもの安全の推進は、他の自治体で何かが

起きると新宿区でも対応しなければならないと

いうことで、色々やらなければならないことが

多い領域だと思うが、子どもの安全対策、安全教

育の推進の分野に関しては、特に重きを置いて

取り組んでいただきたい。 

 

・ 子どもが安全に関する情報を正しく判断し、自

ら危険を予測して回避する能力の育成に向け、

各学校では学校安全計画を策定し、計画的に安

全教育を進めています。 

各校が安全教育の 3 つの領域である「生活安

全」「交通安全」「災害安全」を計画的にバランス

よく学習できるよう、引き続き、取り組むととも

に、防犯カメラの運用や交通安全と防犯の両面

での通学路点検の実施等により、登下校時の安

全の確保に努めてまいります。また、交通事情の

変化に応じて学童擁護員を配置する等、状況変

化を適切に捉えて必要な対策を講じていきま

す。 

  「情報モラル教育の推進」について、情報モラ

ル教育は、非常に大事でこれからますます必要

になってくる部分である。ルールを守っていな

い家庭が多くあると聞いているので、家庭でも

理解してもらえるような取組があるとよい。 

家庭の価値観の問題もあり、一律の働きかけ

は難しいと思うが、悪影響や事例などの情報を

家庭に伝えていくことは行っていただきたい。 

 

・ 情報モラル教育を推進するにあたっては、学校

と家庭との連携による取組が重要と考えていま

す。 

  教育委員会では、情報モラル啓発資料の配布

により、家庭への情報提供や理解啓発を行い、各

家庭における主体的な取組に繋げていきます。 

また、夏季集中研修会では、情報モラルについ

て学ぶ講座を実施し、教員が決まりを守ること

の意味を子どもたちに実感させるための指導方

法について習得しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



66 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

さまざまな事件が発生する中、学校の先生だ

けで子どもたちを守るのは難しい。子どもたち

を守るためには、登下校時に地域のいろいろな

人たちが一緒になって、子どもたちを見守る体

制ができてくるとよい。 

地域協働学校もスタートしているので、地域

との関係を一層深め、積極的に協力を求めると

ともに、安全をテーマに掲げ、地域の中でどうし

ていくかを考えていき、子どもが安全・安心に学

校に行けるということが大事である。 

・ 一部の地域協働学校運営協議会では、学校支援

活動の一環として声掛け運動（見守り）を実施し

ており、地域と一体となって取り組んでいる事

例があります。このような現状を鑑み、今年度の

地域協働学校の委員向け研修会では、子どもた

ちの安全・安心をテーマとした講演を実施し、見

守りの必要性や地域との連携について改めて協

議を行ったところです。 

今後も、協議の結果を受けて、各学校の運営協

議会とともに、子どもたちの安全を確保するた

めの支援を推進していきます。 
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③ 教職員の勤務環境の改善等 

６３ 専門人材を活用した教育相談体制の充実（教育指導課・教育支援課） 

７０ 部活動を支える環境の整備（教育支援課） 

７１ 学校の法律相談体制の整備（教育指導課） 

７２ 教員の働き方の意識改革等（教育指導課） 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

  スクールソーシャルワーカーやスクールカウ

ンセラー、部活動指導員などを配置し、積極的な

取組をされているが、量的に足りているのか。 

今後、人を増やすなどの充実を図っていくの

であれば、導入したらこのような効果があった、

ということを示せるように、エビデンスがあっ

た方がよい。 

 

・ 現在、スクールソーシャルワーカーは、学校問

題支援室に３名配置しており、年３回の各学校

への定期訪問や、学校からの要請による随時訪

問を行っており、学校だけでは解決できない虐

待等の課題について、子ども家庭支援センター

等の関係機関との調整を行っています。 

現状の支援体制で、学校からの要請に対して

は、対応できているものと認識しています。 

  スクールカウンセラーについても、全小・中学

校に週２日程度派遣し、児童・生徒や保護者を対

象としたカウンセリング等を行っており、現状

では、児童・生徒の心の健康保持及び保護者の不

安軽減を図る体制を確保できていると認識して

います。 

今後も引き続き、対応件数や相談の対象・内容

等を継続的に把握し、専門人材を活用した教育

相談体制の充実を図ってまいります。 

  「学校の法律相談体制の整備」について、全国

的にスクールロイヤーが広がっているが、専門

外の弁護士にお願いしてあまり上手くいかない

など、教育のことがわかる人でないと難しいこ

とがある。新宿区では教員経験のある弁護士に

お願いしており、とても良い体制ができている

ので、今後も、適任者に相談できる体制を継続で

きるとよい。 

 

 

 

・ ご指摘の通り、学校教育に理解のある弁護士に

よる法律相談体制の整備が重要であることか

ら、新宿区では教員経験のある弁護士にお願い

しています。 

現在、学校に対する不当な要求等への対応等、

学校が法に基づく助言を必要とする問題につい

て迅速かつ適切に対応することのできる環境を

整備できています。引き続き事業が適切に運用

できるよう取り組んでまいります。 
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学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

  「部活動を支える環境の整備」の部活動指導員

の配置について、制度的には素晴らしいが、この

ことだけを専門にして生活するのは難しく、携

われる人材が限定されてくるのではないか。 

今は企業でも働き方改革を進めている中で、

副業として職場の帰りに部活動を手伝っても良

いと考えているような人など、様々な人達にも

制度を周知し、人が集まる新宿区だからこそで

きる取組の展開があるのではないか。 

 

・ 現在、11 名の部活動指導員を配置し、部活動

を支援していますが、部活動指導員を必要とす

る学校と部活動指導員個々の働き方や種目・時

間等をマッチングさせ、円滑に運営していくた

めには、継続的に人材を確保していくことが課

題です。今後の対応としては、引き続き区広報紙

やホームページを活用した募集を継続するとと

もに、区体育協会、体育系大学や近隣大学をはじ

め各種関係団体等との連携をより一層強化しな

がら、部活動の種目等に応じた新たな要望に対

しても迅速に対応できるよう取り組んでいきま

す。 

  教員の働き方改革の状況として、タイムレコ

ーダーで計測した勤務時間数の報告があった

が、数字では見えてこないことも沢山ある。教員

一人ひとりがどういう気持ちで働いているのか

といったことも重要である。 

教員の働き方改革については、数字の部分だ

けでなく、こうした個別の部分の両方を見てい

ただきたい。特に初任者に関しては、初任者研修

をはじめとして、良い人材が育っていけるよう

に教育委員会としてもバックアップしていただ

きたい。 

 

・ 教員の働き方改革については、タイムレコーダ

ーの導入や各学校でのスマートワーキングリー

ダー宣言等の取組により、教員の意識改革につ

ながっています。 

教育委員会では、学校訪問や学校第三者評価

委員の訪問及び研修会等を通して管理職や教員

から、具体的な取組状況等を聞き取っています。

また、特に初任者等の若手教員については、学校

支援アドバイザーが直接話を聞き支援できるよ

うに配慮しています。 

今後も、個々の教員の働き方の状況把握と若

手教員の育成に努めてまいります。 

  スクールカウンセラーは、教員をはじめとし

て学校全体との連携を図っていくことが重要で

ある。上手く連携が取れていると、いじめの問題

などにも的確に対応できるので、コミュニケー

ション能力などのスクールカウンセラーの質も

重要であることから、スクールカウンセラーの

連携状況についてはしっかりと把握していただ

きたい。また、教員が学級における悩みをもって

いることもあるので、スクールカウンセラーと

教員が情報共有や意見交換をする機会を設ける

など、学校におけるチームの一員としてスクー

ルカウンセラーを上手く活用できる体制ができ

るとよい。 

・ スクールカウンセラー連絡会において、スクー

ルカウンセラー間の情報交換を行うとともに、

教育相談研修会には教員とスクールカウンセラ

ーが参加することで、相互の情報共有の場とな

っています。 

今後も、教育相談室が学校とスクールカウン

セラーとの連携状況を丁寧に把握しながら、連

携を深める取組を実施することで、学校におけ

るチームの一員として、スクールカウンセラー

を有効に活用できる体制の充実を図ってまいり

ます。 
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＜その他の事業について＞ 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

  施策 1「確かな学力の向上」の取組の方向性の

一つに、「変化の激しい時代を生きる力の育成」

として英語教育があるが、やるからには本当に

よい英語教育をやっていただきたい。本来は小

学校でも英語の免許を持っている教員を各校に

配置するべきだが、担任が担っているのが現状

であり、英語が苦手な教員もいると思う。 

教員の働き方改革に連動して、教員への負担

も考慮しつつ、学習指導支援員を活用するなど

して、子どもが英語を面白い、楽しいと思える授

業を今後、展開してもらいたい。 

 

・ 英語教育の推進については、平成 29 年度から

小学校２校を指定して研究を進めており、今年

度の研究発表など、各学校が研究の成果を共有

するようにしていきます。 

学習指導支援員の英語教育への活用について

は、学校からの要請に基づき、外国語等に堪能な

支援員を可能な範囲で配置するなど、引き続き

対応を行っていきます。 

 また、次年度の新学習指導要領全面実施に向

け、小学校における「外国語・外国語活動」の指

導の充実を目指し、小学校教員に向けた研修会

を実施しています。小学校英語Ⅱ（体験型）では、

夏季集中研修会の講座の一つに位置付け、ＴＯ

ＫＹＯ ＧＬＯＢＡＬ ＧＡＴＥＷＡＹ（ＴＧ

Ｇ）での研修を行いました。研修は、講義・演習・

協議等、全て英語で行いました。様々なアクティ

ビティを教員自身が体験しながら、授業作りの

ための素材を集めることができました。 

 今後も、小学校英語研修を通して、教員自身が

英語によるコミュニケーションに慣れ、子ども

たちが楽しいと思える授業作りができるよう支

援していきます。 
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学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

  新宿区には様々な国籍の方が多くいるので、

図書館において、外国語の図書コーナーなど、外

国人向けの図書が整備されるとよい。 

また、学校の図書室にはボランティアの方も

関わっていて素晴らしい取組となっているが、

例えば、大久保付近の学校では、外国語の図書や

絵本などを図書室にも置いてもよいのではない

か。外国語の本の充実を図ることで、学校におけ

る外国語教育にも使えるような部分があるので

はないか。 

 

・ 新宿区立図書館では、地域の特性等も踏まえた

図書館ごとのテーマを定めています。外国語の

資料については、中央・四谷・大久保・北新宿の

４館において重点的に収集するとともに、外国

語の図書コーナーを整備しています。 

  児童部門においては、全館で外国語絵本（英

語、韓国・朝鮮語、中国語、フランス語等、合計

20 言語、5,171 冊：平成 30 年度実績）を収集・

貸出しており、外国語お話し会を開催していま

す。区立図書館と学校との連携については、今

後、検討していきます。 

  また、各学校に学校図書館支援員を配置して

いるほか、学校によっては、スクールスタッフと

して「図書館ボランティア」を受け入れていると

ころもあり、各校の実情にあった図書館整備を

行っています。特に、大久保小学校学区域では外

国籍等の方が多いことから、学校に外国語に関

する書籍の寄贈もあり、学校図書館支援員等が

学校図書として蔵書登録するなど、外国語教育

に関する本も充実しています。 
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＜総括的な意見＞ 

 

 ● 村上 祐介氏 

   オリンピック・パラリンピック教育については、今後、様々な展開が図られることが想定

されるが、やはり教育的な効果や教育的な見地から、教育委員会として施策立案する立場で

対応していただきたい。単純に動員ということではなくて、そこに教育的な効果としてどう

かということを是非、考えた上で対応するということをお願いしたい。 

また、エビデンスについては、全ての施策について取っていくことは難しいと思うが、予

算を拡大してでも本当に現場のためになる施策を展開する上では、周到に計画していただ

くということが必要ではないかと思うので、多少負担が生じても、エビデンスが必要なもの

に関しては、きちんと取る、ということがあってもよい。ただし、何もかも取っていると現

場の負担になるので、使い分けが大事だと考える。 

最後に、教員の働き方改革も大切だが、教育委員会事務局の働き方改革についてもぜひ考

えていただきたい。 

 

 ● 藤井 千惠子 氏 

   これだけの量の施策を進めていくにあたっては、学校の管理職の方の協力も得ながら進

めているのではないかと思う。学校を訪問すると、教育ビジョンの施策が実際に進められて

いるのを目にすることが多々あり、色々な施策が学校現場に浸透しているということを実感

している。一方で、個々の先生方にも、教育ビジョンの施策が届くようなことが進められる

とよい。また、個々の施策の内容はこのようになっているということを、少なくともミドル

リーダーあたりまでは浸透すべきであり、主任教諭に対しては、こうした施策の中で物事が

動いていくということを知ってもらう必要があると感じた。 

また、新宿区は、多国籍・多様な人々が一緒に生きている区であることから、新宿区での

取組が、ひとつのモデルとして他の自治体等に広がっていくように、先がけての施策をぜひ

進めていただきたい。 

 

 ● 浅田 学 氏 

   たくさんの事業を実施する中では、イベントなどの特別なことを立ち上げてやることも

大事だが、やはり学校では、クラスが安定し、子どもたちが安心して登校できる、友達がい

て楽しい、という環境づくりがベースになると思う。一旦、学校が荒れてしまうと、子ども

たちは勉強に集中できず、必要な力も身につかないといったことを、最近、耳にすることも

多い。そうした学校づくりがベースにあって、新宿区教育ビジョンの施策があると考える。 

学校における教育の基本は、やはり「人」だと思う。よい先生を育てるためにはＯＪＴが

重要で、研修を意図的にやらなくても、よい先輩教員がいれば、普段から教員同士の話し合

いの時間を持つ中で、先輩の教員から学んで育つ環境が新宿は充分にあると思う。そうした

お手本になる教員の育成にも力を入れていただきたい。また、よい先生を確保して、学校づ

くりに努めていただきたい。 
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＜まとめ＞ 

 ～総括的な意見を踏まえた取組みの方向性と教育ビジョンの推進に向けて～ 

 

○ 新宿区教育委員会は、平成30年2月、10年後の子どもたちの育ち・学びを見据えた「新

宿区教育ビジョン」を策定しました。令和元年度の点検及び評価では、新たな教育ビジョ

ンに掲げる全ての個別事業について取組の進捗状況や成果を総括するとともに、開催を1

年後に控えた東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会を契機とした教育や、子ど

もの安全を守るための取組、教職員の勤務環境の改善・働き方改革等、教育ビジョンの推

進に向けて大切な視点となる教育課題について、学識経験者からの意見をいただきまし

た。個別事業全体では概ね目標を達成しており、新宿区が目指す教育の実現に向け、着実

に個別事業の実施に取り組んできたものと考えています。 

 

 ○ 近年、子どもが巻き込まれる交通事故や、登下校中に発生した痛ましい事件など、子ども

たちが犠牲になる事案が後を絶ちません。引き続き、子どもが自らの命を守るために必要な

知識や、危険を回避する力を身に付けることができるよう、安全教育を推進するとともに、

学校施設や通学路の安全性の確保に努めて参ります。また、スマートフォンの普及等によ

り、子どもがＳＮＳ等を利用する機会が増える中、児童・生徒が情報化のもつ様々な側面を

しっかりと理解し、情報機器を適切に利活用する能力の育成を図るために情報モラル教育

を推進していきます。 

 

 ○ さらに新学習指導要領の全面実施に向けた学校教育の充実や、東京 2020 大会を契機とし

た取組の展開などが求められる中、カリキュラム・マネジメントによる教育の改善・充実や、

それぞれの教員が力を発揮するための人材育成を推進していきます。また、学校における働

き方改革により教員の長時間勤務を解消し、教員が健康でやりがいをもちながら質の高い教

育活動を継続することで、子どもたちが生涯を切り拓いていく力を一層伸ばしていきます。 

 

○ 本報告書における評価や学識経験者の知見を生かし、工夫や改善を図りながら、教育ビジ

ョン（平成 30～令和 9 年度）を着実に推進していきます。今後も、こうした点検・評価の

取組を通して、次代を担う子どもたちが地域や社会とのつながりの中でのびのびと健やか

に成長していけるよう、学校・家庭・地域の連携・協働により、新宿区の教育の一層の充実

に取り組んでいきます。 
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